
令和７年10月末時点 （単位：人）

全産業計

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

構成比
（注２）

7,324 883 12.1% 678 9.3% 2,312 31.6% 861 11.8% 472 6.4% 250 3.4% 1,147 15.7% 379 5.2%

2,014 286 14.2% 130 6.5% 443 22.0% 187 9.3% 129 6.4% 123 6.1% 436 21.6% 114 5.7%

うち技術・人文知識
・国際業務

449 2 0.4% 34 7.6% 145 32.3% 86 19.2% 36 8.0% 53 11.8% 6 1.3% 44 9.8%

うち特定技能 1,234 283 22.9% 90 7.3% 275 22.3% 93 7.5% 54 4.4% 0 0.0% 362 29.3% 55 4.5%

417 46 11.0% 28 6.7% 34 8.2% 17 4.1% 6 1.4% 0 0.0% 269 64.5% 12 2.9%

3,231 533 16.5% 489 15.1% 1,497 46.3% 282 8.7% 27 0.8% 0 0.0% 237 7.3% 87 2.7%

750 2 0.3% 1 0.1% 11 1.5% 252 33.6% 250 33.3% 66 8.8% 63 8.4% 93 12.4%

うち留学 623 0 0.0% 1 0.2% 1 0.2% 228 36.6% 203 32.6% 58 9.3% 53 8.5% 69 11.1%

912 16 1.8% 30 3.3% 327 35.9% 123 13.5% 60 6.6% 61 6.7% 142 15.6% 73 8.0%

うち永住者 541 4 0.7% 14 2.6% 165 30.5% 85 15.7% 40 7.4% 38 7.0% 97 17.9% 42 7.8%

うち日本人の配偶者等 250 10 4.0% 7 2.8% 93 37.2% 27 10.8% 16 6.4% 20 8.0% 36 14.4% 21 8.4%

うち永住者の配偶者等 23 1 4.3% 0 0.0% 7 30.4% 6 26.1% 1 4.3% 1 4.3% 2 8.7% 4 17.4%

うち定住者 98 1 1.0% 9 9.2% 62 63.3% 5 5.1% 3 3.1% 2 2.0% 7 7.1% 6 6.1%

0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

注１：

注２：

注３：

注４：

⑤身分に基づく在留資格

［別表６］在留資格別・産業別外国人労働者数（徳島労働局）

うち農業、林業 うち建設業 うち製造業 うち卸売業、小売業
うち宿泊業、飲食

サービス業
うち教育、学習

支援業
うち医療、福祉

うちサービス業（他に
分類されないもの）

全在留資格計

①専門的・技術的分野の
 在留資格（注３）

②特定活動（注４）

③技能実習

④資格外活動

⑥不明

産業分類は、日本標準産業分類（令和５年７月改定）に対応している。

「構成比」欄は、在留資格別の外国人労働者総数（全産業計）に対する当該産業の外国人労働者数の割合を示す。割合の数値は小数点第二位を四捨五入している。

「①専門的・技術的分野の在留資格」には、在留資格「教授」、「芸術」、「宗教」、「報道」、「高度専門職１号・２号」、「経営・管理」、「法律・会計業務」、「医療」、「研究」、「教育」、
「技術・人文知識・国際業務」、「企業内転勤」、「介護」、「興行」、「技能」、「特定技能１号・２号」が含まれる。

在留資格「②特定活動」に該当する活動には、外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者等が含まれる。


